「パブリックコメント」変更案に対する意見
1．（案１）について

①変更した場合の貴所属においてのメリット、デメリットをご記入ください。
（メリット）
・事務負担の軽減が図られる。（政策企画部、総務部、府民文化部、健康医療部、福祉部、環境農林水産部、都市整備部）

・意見募集している趣旨と異なる意見も多々あるため、それらに対する回答の作成等の時間を縮減することが可能（都市整備部）。
・手続きが簡略化できる（福祉部、環境農林水産部）。
・議会の議論が尊重される（環境農林水産部）。

・パブコメと議会の両方の意見を十分ふまえた意思決定が可能。（環境農林水産部）

・意見への回答内容と、最終的な決定内容が異なるという事態を避けることができる（都市整備部）。
・処分基準等は、法に基づくものであり、意見を取り入れる余地が少ないため、作成までの時間短縮につながる（総務部）。
（デメリット）

・意見をいただいた府民へ、直接的に回答することとならない（福祉部）。

・回答の作成・公表は計画等に対する理解の増進につながっており、行わないことはマイナス（環境農林水産部）。

・回答が得られないと考え、府民が意見・提言を行わなくなるおそれがある（福祉部）。

・意見を出した人に、それがどのように議論に反映されたのか知らせる必要はある（環境農林水産部）。

・意見した府民の大半は、これまで通りの回答を期待していると考えられることから、本案について府民の合意を得ることは難しいのではないか（都市整備部）。
・寄せられた意見等に対する回答をしない場合、後で意見提出者から意見がどのように反映されたのか、等の事後対応により事務量増加の可能性あり（都市整備部）。
・議会の審議において回答を求められた場合には対応せざるを得ないことから、結局一通りの回答を作成することになる（都市整備部）。

（案１に対するその他意見）
（政策企画部）
· 府民に義務を課し、権利を制限するような条例等（国の法律を上回る府独自の条例等）を、意見だけ取りまとめて議会に投げるということは、府の責任を問われないか。（議会からすれば、「意見を踏まえ案を練り直して提示せよ」と言われないか）
· 基本的な計画や条例以外は、意見の取扱いとその理由が示されるのに、それより上位の計画や条例ではそれが公表されないというのは、パブリックコメントの目的や定義に合致していると言えるのか。
（総務部）

○「議会の審議資料として提出」とあるのは具体的には議案とともに議場配付を想定しているのか。その場合は、議会事務局との調整が必要となる。

○資料については、より正確性を期す必要がある。万が一、内容に誤り等（誤字脱字含む）があった場合、改めて本会議において議案訂正を行う必要が生じる。

○事務作業としては、議案書作成と併せて、資料の校正→印刷→チェック→議会事務局へ納品となり、特に条例改正の多い２月議会などは、議場配付資料が膨大な量になると想定される。

○どこまでの条例が対象となるのかなど、一定の基準設定が必要となる。（条例によって別添資料があるものとないものが生じるが、混乱しないか。）

○通常のスケジュールで動いていない、急に制定・改正が必要となった条例や、準備を進めてきたけれど急に次の議会送りになったり、改正不要となる条例が多々あるが、それについての対応も別途検討が必要かと思われる。

○パブリックコメントで寄せられた意見は、議案そのものではないことから、意見の議会への提出に当たっては、議案書とは別途の資料とすべきと考える。
（福祉部）
· 議会の審議資料として提出する際に、必要に応じて府民意見に対する府の見解を付することができるようにするべき。

2� 変更案に対する賛否を下記から選び○をつけてください。
ア．どちらかといえば賛成　
福祉部、健康医療部、危機管理室、青少年・地域安全室、市町村課、庁舎管理課、総務サービス課、財産活用課、府民文化総務課、バイオ振興課、循環型社会推進室、農政室、水産課、環境農林水産総合研究所、事業管理室、総合計画課、交通道路室、河川室、下水道室、公園課、用地室、市街地整備課、港湾局、人事委員会事務局　
イ．どちらかといえば反対　
市町村課、環境管理室
　　賛否の記載なし　

政策企画部、財政課、法務課、都市魅力課、文化課、生涯スポーツ振興課、私学・大学課、人権室、消費生活Ｃ、雇用対策課、会計局、水道部、住宅まちづくり部、教育委員会事務局
２．（案２）について

1 変更した場合の貴所属においてのメリット、デメリットをご記入ください。

（メリット）
・郵便、ファクシミリで受け付けた意見の、データ入力作業の負担が軽減される。（政策企画部、総務部、府民文化部、福祉部、健康医療部、商工労働部、環境農林水産部、都市整備部）
・従前のファクシミリによる誤送も軽減され、一定の集約が期待できる（都市整備部）。
・国の運用に準じるため、対応の変更について対外的に説明がつき、効率化に繋がる（都市整備部）。
・処理集約経費（非常勤職員賃金や職員の超過勤務手当）の節減又は職員の事務負担の軽減が期待できる（都市整備部）

（デメリット）
・「メールを標準」と掲げることで、高齢者やＰＣを持っていない方、点字でしか意見を提出できない方などが意見を出しにくくなるおそれがあるため、郵便等もきちんと受け付けることについて十分な周知が必要。（例：障がい者施設の約６割弱が、「利用者が自宅においてIT等をほとんど利用していない」と回答している。「H21大阪府障がい者ITニーズ調査」より）

また、メールを利用できない方を排除するような表現にならないように配慮が必要（「できるだけメールを利用ください」など）。

ただ、こうした場合、結果として、郵便が増えるおそれあり（福祉部）。

・電子メールを利用できない方が応募しにくくなり、年配の方などからの貴重な意見が減少する恐れがある（都市整備部）。
・電子メール使用者に偏った意見となる可能性がある（都市整備部）

・非常勤職員の費用負担はどこが持つのか不明（政策企画部）
・年度途中に急に対応することが決まったような場合の、所属での予算措置（アウトソーシングにかかる経費）が難しい（商工労働部）。

・一部に外注を導入すれば、予算要求、連絡調整の手間、集計等の漏れなどが生じる恐れがあり、むしろ非効率的（都市整備部）。

・外部委託については、外部発注作業が増え、費用要求が必要となる（都市整備部）。
・郵便・ファクシミリを併用するものとしないものとに分ける判断基準の作成がむずかしい（都市整備部）。

（案２に対するその他意見）
（政策企画部）

· 「電子メールを標準」とし「他を補完」というのが具体的にどういう取扱いになるのかが不明。また、それをどうやって実現するのか。どのようにすれば、紙投稿から電子投稿にシフトするのか示されないと、実質的に「現行のままでいい」とならないか。
· 郵便、ファクシミリによる意見の処理作業を「アウトソーシング」することは、実施機関の事務処理時間の短縮、事務軽減のメリットがあるかと考えられる。

（福祉部）　　

· 同じ時期に改定される計画が複数あり、短期間に処理作業が集中することが予想できるが、アウトソーシングでも臨機応変に対応していただきたい。

また、費用負担は調整要となっているが、府政情報室でトータルで予算確保願いたい。　
（商工労働部）

· 「意見の募集方法を見直す」では、「国の運用に準じ「電子メールを標準」とし、郵便・ファクシミリは補完手段とする。郵便、ファクシミリにより受け付ける意見については、その処理作業を「府民お問合せセンター」へアウトソーシングすることで実施機関の負担を軽減する。」となっているが、処理作業については、アウトソーシングする経費も節減できる「大阪府ハートフルオフィス」（来年度４月に開設予定。主に知的障がい者を配置）への発注を検討すべき。

　②変更案に対する賛否を下記から選び○をつけてください。

ア．どちらかといえば賛成　
福祉部、健康医療部、危機管理室、青少年・地域安全室、財政課、法務課、市町村課、庁舎管理課、総務サービス課、財産活用課、府民文化総務課、バイオ振興課、循環型社会推進室、農政室、水産課、環境農林水産総合研究所、環境管理室、事業管理室、総合計画課、交通道路室、河川室、下水道室、公園課、用地室、市街地整備課、港湾局、人事委員会事務局

イ．どちらかといえば反対　

なし

　　賛否の記載なし　

政策企画部、都市魅力課、文化課、生涯スポーツ振興課、私学・大学課、人権室、消費生活Ｃ、雇用対策課、会計局、水道部、住宅まちづくり部、教育委員会事務局

（その他意見）
（政策企画部）

· 制度の改正意図（知事の課題意識をどのように受け止め、制度をどのようにしたいのか）がよくわからない。
· 知事の根幹的な課題意識は「反映できない意見しかない」であり、この点がどのように改善されるのかが不明
· 「反映できない意見を極力少なくする」ことで効率化を図れないか。
（府民文化部）

· 現在の対象範囲をもっと狭められないか。

· 募集期間を２週間程度に短縮してはどうか。

（福祉部）
· ＰＣよりも携帯電話の普及率が高いことから、大阪府庁携帯サイトにパブコメ入力用のページを作り、リンクを選択すると件名に「【パブコメ】○○計画に対する意見」等が入力されたメール作成画面が展開されるページを作成してはどうか。

· 府民情報プラザ等にＰＣを設置し、大阪府庁ホームページに作成されたパブコメ意見入力のフォームから意見入力ができるようにしてはどうか。
（健康医療部）

· 意見の募集はメールに限ったうえで、これらを整理し、議会へ報告。基本的には議会の決議事項となる基本的な計画や条例のみ（要定義）。この定義にあてはまるもののみ、パブリックコメントを実施。それ以外はパブコメそのものを実施しない。どうしても府民の意見を聞きたい場合は個別に実施（Ｑネットや民間調査）
· 案1、案2と個別の対応では、原課としてメリットが少ないことから、基本は案１としつつ、案２をミックスした対応が良いと考える。

（都市整備部）

· パブコメ及び議会の審議を要する計画、行政計画について、具体的かつ明確化してもらいたい。

· 知事コメントを踏まえ、パブリックコメントを実施する対象を検証すべき。また、パブリックコメントをすべきかどうかの判断（要綱の解釈）を、原課に一任するのではなく、府政情報室と原課が具体的に協議のうえ決定すべき。

· パブリックコメント手続実施要綱第３条により対象外と思われるケースについて所管課に相談したら、実施すべきと勧められた。対象を拡大解釈するのはよくないと思う。

· 募集期間の柔軟な運用（設定）が可能となることを望む。
· パブリックコメントの募集期間の弾力化（現行30日間）

· 事務改善の観点から、パブリックコメントの期間についても案件により短縮可能な基準をつくるべき。

· ＨＰや意見提出用紙の様式・記載項目を、原課に一任するのではなく、府政情報室において一元化すべき。
（案１）議会の議決事項となる基本的な計画や条例については、パブリックコメントの


実施方法を変更する。





現　状：原則議会へ上程するまでに、実施機関においてパブリックコメントを実施し、寄


せられた意見等の概要とそれらに対する回答をまとめ、結果を公表。





変更案：議会の議論を尊重する主旨から、実施機関においてパブリックコメントで意見を


受け付け、整理し、議会の審議資料として提出し、その資料を公表。（寄せられた意見等


に対する回答はしない）





（案２）意見の募集方法を見直す。





現　状：郵便、ファクシミリ、電子メール等いずれでも可との規定に基づき、そのすべてを採用。





変更案：国の運用に準じ「電子メールを標準」とし、郵便・ファクシミリは補完手段とする。


　　　　郵便、ファクシミリにより受け付ける意見については、その処理作業を「府民お問合せセンター」へアウトソーシングすることで実施機関の負担を軽減する。（費用負担は別途調整要）











